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人口減少や少子高齢化の進行により，人口・世帯構造の詳細な将来予測はより重要性を増しており，多

様な属性を考慮可能なマイクロシミュレーション型都市モデルは人口動態の予測手法として有用と考えら

れている．しかし，大規模なアンケート調査より得られる世帯サンプルデータを用いる場合は，分析手法

としての汎用性が課題となっていたため，入手可能なオープンデータを使用するマイクロシミュレーショ

ン型都市モデルを構築してきた．本研究では，愛知県豊橋市を対象地域として国勢調査等のオープンデー

タを使用した将来都市構造予測モデルのパラメータ推定を行う．また，将来人口分布や世帯立地の変化の

シミュレーションにより対象地域の立地適正化計画に定められた居住誘導区域に着目して都市政策の評価

を実施する． 
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1. はじめに 

 

我が国では人口減少や少子高齢化により中心市街地の

衰退、都市機能の低下等が進行している．こうした中，

都市内における人口分布・世帯構造の詳細な将来予測や

誘導政策の影響評価は，都市生活者の属性を考慮した，

より綿密な都市政策実現のために重要である．そこで，

個人や世帯などを最小単位として操作することで，人口

分布や世帯構造の将来予測および，都市政策の効果等を

分析できる，マイクロシミュレーション型都市モデルが

提案されている．先駆的な研究として，林ら 1)が個人の

ライフイベントと非集計行動モデルを用いたマイクロシ

ミュレーションのモデル化を行い，サンプルデータを用

いて計算を行っている．さらに，欧米諸国ではいくつか

の研究グループによって研究事例や実都市への適用事例

の蓄積が進められている 2), 3) ．マイクロシミュレーショ

ン型都市モデルに関する研究では，世帯サンプルデータ

を用いて都市内の世帯マイクロデータの初期分布を生成

する手法が提案されている 4)   ．さらに，鈴木ら 5)   は，初

期世帯マイクロデータを用いて，マイクロシミュレーシ

ョンによる都市内の将来人口分布を予測している．しか

し，これらの手法はアンケート調査より得られる世帯サ

ンプルデータを用いており，分析手法としての汎用性が

課題となっている． 

そこで，本研究では入手可能なオープンデータのみを

用いたマイクロシミュレーション型都市モデルを構築す

る．また，愛知県豊橋市を対象にモデルを適用し，対象

地域の都市政策に関する分析を行い，将来の居住分布へ

の影響の視点から評価する． 

 

 

2. モデルの構造 

 

将来の都市構造を予測するマイクロシミュレーション
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型都市モデルの基本構造を図-1に示す．まず，国勢調査

などのオープンデータを用いて，シミュレーション初期

年次の世帯マイクロデータを生成する．推計手法につい

ては，長尾ら 6)    の研究で既に構築されており，詳しくは

3 章で述べる．次に，世帯マイクロデータにおける個人

属性の変化をライフイベント発生モデルにより表現する．

シミュレーションのタイムステップごとにライフイベン

ト（加齢・死亡・離婚・結婚・出生・就業・就学・免許

保有状態・離家・転居）を確率的に発生させる．これら

の個人・世帯属性の変化を考慮して，世帯の転居を判定

する．一方で，対象地域外からの転入世帯は地域内の世

帯マイクロデータとは別に，人口・世帯フレームとの差

分により生成される．その後，域内転居，転入世帯に対

して，転居先の住宅タイプや居住ゾーンの選択など，転

居における立地選択を表現する．最後に，地価モデルに

より地域内の立地変化に伴う地価の変化を表現する．こ

れらのサブモデルをシミュレーションタイムステップご

とに繰り返すことで，将来の都市構造を予測する． 

 

 

3. 初期世帯マイクロデータ推定 

 

長尾ら 6)   の研究で構築された初期世帯マイクロデータ

推定手法について，推定フローを図-2に示す．まず，地

域メッシュ統計より得られる，メッシュごとの性別年齢

別人口および世帯人数別世帯数を周辺分布として設定す

る．次に，国勢調査の家族類型 16 カテゴリおよび世帯

人数のクロス集計に基づき，世帯タイプを生成する．こ

の時，構成割合が低いものや家族類型（世帯主との続き

柄）が不明な世帯は，「その他世帯」に統合する．その

後，生成した世帯タイプに基づき，世帯構成員の属性

（世代，性別，年齢，婚姻関係等）をモンテカルロ法に

より確率的に生成する．最後に，以上の処理をメッシュ

単位で繰り返すことで，世帯マイクロデータを周辺分布

に適合させる．さらに，就職・就学形態，住居タイプ，

免許保有状況を対象地域における構成割合に基づき確率

的に決定する． 

 

 

4. 将来都市構造予測モデル 

 

(1) ライフイベントモデル 

a) 加齢イベント 

加齢イベントは，生存するすべての個人に確定的に生

じる．シミュレーションタイムステップを∆tとすると，

個人の年齢に∆tを加えることで加齢を表現する．また，

これ以降は加齢した年齢を基準にライフイベントの発生 

 

図-1 マイクロシミュレーション型都市モデルの基本構造 

 

図-2 初期世帯マイクロデータ推定フロー 

 

確率を与える． 

b) 死亡イベント 

生存するすべての個人に対して死亡を判定する．ワイ

ブル分布を累積生存関数に仮定した，生存時間解析によ

って性別年齢別に死亡確率を推定する．ワイブル分布の

累積生存関数𝑆(𝑡)は次のとおりである． 

𝑆(𝑡) = 𝑒𝑥𝑝 {− (
𝑡

𝛽
)

𝛼

}     (𝑡 ≥ 0)           

ここで，𝑡は年齢，𝛼，𝛽はパラメータである．式（1）

は生命表の統計データに基づき推定可能である．また，

死亡確率は1 − 𝑆(𝑡)で定義される．算出した死亡確率に

基づき，モンテカルロ法により各個人の死亡を判定し，

死亡した個人については以降のライフイベントは発生し

ない． 

c) 離婚イベント 

 既婚者に対して離婚を判定する．離婚確率は，性別年

齢別の離婚者数をその年齢の既婚者数で割ることで算出 

(1) 
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する．離婚確率の算出には，対象地域における人口動態

調査の「夫年齢別離婚件数」，国勢調査の「性・年齢・

配偶関係別人口」における男性の年齢別有配偶者数を使

用する．また，離婚時の離家者の性別構成構成比率とし

て，全国家庭動向調査の「親との同別居割合」における

全国平均値を用いる．離家者の行先としては，①域内

で独立世帯を形成，②域外へ転出を考慮する．転居時

の域内・域外判定には，国勢調査の「性別年齢別・原住

地別 5年前の在住地」より選択確率を算出し使用する． 

d) 結婚イベント 

 未婚者である 18 歳以上の男性，16 歳以上の女性を対

象として結婚を判定する．結婚確率は，性別年齢別の婚

姻件数をその年齢の未婚者数で割ることで算出する．結

婚確率の算出には，対象地域における人口動態調査の

「夫・妻の同居時年齢別結婚者数」，国勢調査の「性・

年齢・配偶関係別人口」における有配偶者数を除いた数

を用いる．結婚が判定された個人は，結婚候補者にリス

トアップされ，リストアップされた男女に配偶者の年齢

を割り当てる．この時，国勢調査の「夫婦の年齢別夫婦

数」を用いる．リストアップされた男女は配偶者の年齢

が一致しているペアがリスト内に存在すれば結婚するも

のとして処理し，存在しない場合は域外から当該年齢の

配偶者を転入させる．さらに，全国家庭動向調査の「親

との同別居割合」における全国平均値を使用して，世帯

の合流・分離を①夫の世帯に合流，②妻の世帯に合流，

③独立世帯の形成の 3パターンで判定する． 

e) 出生イベント 

 既婚女性（16 歳～49 歳）を対象者に，子供の出生を

判定する．以下に示す一般化対数ガンマ分布を用いて，

母の年齢別出生順位別の出生確率を推定する． 

𝑔𝑛(𝑥) =
𝐶𝑛|𝜆|

𝑏𝑛𝛤(𝜆𝑛
−2)

(𝜆𝑛
−2)𝜆𝑛

−2

𝑒𝑥𝑝 [𝜆𝑛
−1 (

𝑥 − 𝑢𝑛

𝑏𝑛

) − 𝜆𝑛
−2𝑒𝑥𝑝 {𝜆𝑛 (

𝑥 − 𝑢𝑛

𝑏𝑛

)}]  

ここで，𝑔𝑛(𝑥)は𝑥歳の女性の第𝑛子の出生確率，𝛤はガ

ンマ分布であり，𝜆𝑛，𝐶𝑛，𝑢𝑛，𝑏𝑛はパラメータである．

パラメータの推定には，人口動態調査の「母の年齢・出

生順位別出生数」を使用する． 

f) 就業・就学イベント 

 16 歳，19 歳，21 歳，23 歳の個人について，それぞれ

進学・就職率を与え，進路を決定する．進学率は，学校

基本調査の「卒業後の状況調査」から進学人口を卒業人

口で割ることで算出する．なお，就職が判定された場合

は，「学生」以外の就業割合を用いてモンテカルロ法に

より新たな職業に更新する．また，16 歳，19 歳，21 歳，

23 歳，25 歳の個人を対象とし，進学・就職時の離家

（①在留，②域内転居，③域外転居）を判定する． 

 

g) 運転免許保有更新 

 18 歳以上の個人を対象に，運転免許の取得・返納を

判定する．免許取得率・返納率の算出には，国勢調査の

「性別年齢別人口」および，運転免許統計の「性別年齢

別運転免許保有者数」のデータを使用する．人口に対す

る免許保有者数に基づき，性別年齢別免許保有率を算出

し，この免許保有率を 1年スライドすることで，ある年

齢階層における保有率の上昇を取得率，減少を返納率と

して定義する． 

h) 離家イベント 

 離婚，就職・進学による離家とは別に，性別年齢別離

家率を定義し，それに基づき個人の離家判定がなされる． 

i) 転居イベント 

 世帯の転居，域外転出を判定する．この時，国勢調査

の「性別年齢別・現住地別 5年前の在住地」を使用し，

性別年齢別転居・転出率を算出する．これに一致するよ

うな転居・転出世帯の組合せを初期世帯マイクロデータ

から探索して得られる転居・転出世帯の世帯主年齢と世

帯人数から，世帯主年齢別世帯人数別転居・転出率を算

出する．この転居・転出率に基づき，世帯を転居・転出

させる． 

 

(2) 転入世帯生成モデル 

世帯人数別転入世帯数と年齢別転入人口を用いて対象

地域外からの転入世帯を生成する．対象地域内の世帯マ

イクロデータの性別年齢階層別人口および世帯人数別世

帯数を集計する．これに対して，シミュレーションタイ

ムステップ t+1 期における人口・世帯数を外生フレーム

として与える．人口・世帯数の外生フレームとしては，

国立社会保障・人口問題研究所の推計データである「日

本の地域別将来人口・世帯数推計」7)を用いる．地域内

集計値と外生フレームとの差により，転入人口および世

帯数を生成する．算出した性別年齢階層別人口および世

帯人数別世帯数を周辺分布として，転入人口と世帯人数

別転入世帯数が整合するように，初期世帯マイクロデー

タ生成と同様に，転入世帯のマイクロデータを生成する．

また，転入人口にも同様に，就学・就業状態，免許保有

状況を付与する． 

 

(3) 住宅タイプ選択モデル 

 対象地域内への転居世帯を対象に，住居タイプ選択モ

デルにより，転居先の住居タイプを決定する．世帯の属

性を変数とする多項ロジットモデルにより，住居タイプ

の選択を行う．世帯𝑛の住宅タイプの選択集合𝐻𝑛は，

𝐻𝑛=｛𝑖 =1 (持家/戸建)，𝑖 =1(持家/集合)，𝑖 =3 (賃貸/戸建)，

𝑖 =4 (賃貸/集合)｝の 4 タイプとする．住宅タイプ選択モ

デルにおける多項ロジットモデルの選択確率および効用

関数は次のとおりである． 

(2) 
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𝑃𝑖𝑛 =
𝑒𝑉𝑖𝑛

∑ 𝑒𝑉𝑖′𝑛𝑖′∈𝐻𝑛

      (𝑖 ∈ 𝐻𝑛) (3a) 

𝑉𝑖𝑛 = ∑ 𝜃𝑘𝑋𝑖𝑛𝑘 + 𝑐

𝑘

  (𝑖 ∈ 𝐻𝑛) (3b) 

効用関数における世帯特定変数(𝑋𝑖𝑛𝑘)として，世帯主年

齢，世帯人数，子供の数等を考慮する． 

 

(4) 居住ゾーン選択モデル 

 転居世帯を対象に，転居先が対象地域内の時のゾーン

を決定する．対象地域の人口有りの全ゾーンから 1つの

ゾーンを選択する多項ロジットモデルにより，居住地ゾ

ーンを選択する．居住地ゾーン選択モデルでは，4 つの

住宅タイプごとに選択確率を算出する． 

𝑃𝑖𝑛 =
𝑒𝑉𝑖𝑛

∑ 𝑒𝑉𝑖′𝑛𝑖′∈𝐻𝑛

    (𝑖 ∈ 𝑍𝑛) (4a) 

   𝑉𝑖ℎ𝑛 = ∑ 𝛼ℎ𝑘 𝑋𝑖𝑘 + 𝛾ℎ𝐿𝑃𝑖 + 𝑐  (𝑖 ∈ 𝑍𝑛)        

効用関数における説明変数としては，交通条件や土地条

件などのゾーン属性及び世帯人数，世帯主年齢など

(𝑋𝑖𝑘)，地価(𝐿𝑃𝑖)を考慮する． 

 

(5) 地価モデル 

 対象地域の人口有りゾーンの地価を決定し，シミュレ

ーションのタイムステップごとに地価更新を行う．国土

数値情報の地価公示より各ゾーンの地価を用いてヘドニ

ック回帰モデルより地価を更新する． 

𝐿𝑃𝑖 = ∑ 𝛾𝑘

𝑘

𝑋𝑘𝑖 + 𝛿𝐷𝑖 + 𝑐   
 

説明変数としては，最寄り駅距離や都心距離（𝑋𝑘𝑖），

立地密度（𝐷𝑖）を考慮している． 

 

 

5. モデルの適用 

 

(1) 対象地域 

本研究では，愛知県豊橋市を対象として，4 次メッシ

ュベースでマイクロシミュレーション型都市モデルを適

用する．メッシュベースでのモデルの適用は，将来人

口・世帯のメッシュ間の計量的比較が容易である等の利

点がある．2015年の国勢調査における対象地域内の人口

有メッシュは 787であり，総人口は 37万 4997人，総世

帯数は 14万 4359世帯である． 

豊橋市は，中長期を見据えた持続可能なまちづくりの 

ために，立地適正化計画を策定している．都市計画区域

全体を立地適正化計画の区域とすることを基本とし，区

域が定められている．特に，居住誘導区域は人口密度を

維持することで生活サービスや地域コミュニティが確保 

されるように居住を誘導すべき区域である．また，豊橋 

図-3 豊橋市の政策区域 

 

市では独自に“歩いて暮らせるまち区域”を設定し，転

居などに関する補助制度を実施することで，居住の集約

を促進している．豊橋市の都市政策に関する区域区分を

図-3に示す． 

 

(2) 使用データ 

 初期世帯マイクロデータの生成には，国勢調査の地域

メッシュ統計を周辺分布として用いる．また，個人・世

帯属性の生成には，国勢調査の小地域集計，人口等基本

調査，世帯構造等基本調査及び，人口動態調査を使用す

る．ライフイベントモデルにおけるイベント生起確率に

ついては国勢調査，人口動態調査等の統計データに基づ

き定義する．転入世帯生成モデルには，国立社会保障・

人口問題研究所の将来推計人口・世帯数を使用する．地

価モデルと立地選択モデルには国土数値情報から用途地

域，地価公示等のデータを使用する．これらは，一般に

入手可能なオープンデータである．なお，本研究では基

本的に 2015年の統計データをベースとしている． 

 

(3) ライフイベントモデル発生確率 

対象地域の統計データより作成したライフイベント発

生確率を図-4にまとめる．本モデルにおけるライフイベ

ントは，これらに基づきモンテカルロ法により確率的に

発生する．就業・就職状態更新時および離家イベント時

の離家率は，統計データを用いた作成が困難であるため 

19歳～64歳の男女については 0.015とし，それ以外の年

齢に関しては 0として外生的に設定した． 

 

(4) 住宅タイプ選択モデルの推定 

住宅タイプ選択モデルの効用関数の説明変数として，

世帯人数，世帯主の年齢，世帯人数を設定した．また，

(5) 

(4b) 
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選択肢特性変数は，持家戸建，持家集合，賃貸戸建に対

して，それぞれ固有ダミーを設定した．表-1にパラメー

タ推定結果を示す．パラメータ推定は，対象地域内の初

期世帯マイクロデータからランダムにサンプリングした

5,000 世帯のデータを用いて行った．推定の結果，各パ

ラメータの符号条件は妥当であり，t 値も有意となった． 

 

(5) 居住地選択モデルの推定 

居住ゾーン選択モデルは，4 つの住宅タイプごとにパ

ラメータ推定を行った．居住ゾーン選択モデルの効用関

数の説明変数として，地価，住宅タイプ別世帯数，最寄

駅までの道路距離，区域区分（用途地域）を設定した．

表-2にパラメータ推定結果を示す．パラメータの推定に

は，対象地域内の初期世帯マイクロデータからランダム

にサンプリングした世帯データを用いた．サンプリング

した世帯が属するメッシュを実際に選択したメッシュと

仮定し，それ以外に対抗メッシュを 2つ設定することで

多項ロジットモデルのパラメータ推定を行った．対抗メ

ッシュは，選択メッシュに対して地価および区域区分を

考慮し，対象地域内からランダムに選択した．推定の結

果，各パラメータの符号条件は妥当であり，t 値も有意

となった．また，持家集合のモデルにおける尤度比が高

くなったが，これは世帯マイクロデータの初期分布にお

いて住宅タイプが持家集合である世帯が存在するゾーン

が限定されるため，説明要因間に関して対抗サンプルと

の差が顕著なためであると考えられる． 
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図-4 ライフイベントモデル発生確率 

 

表-2 居住地ゾーン選択モデルパラメータ推定結

 

表-1 住宅タイプ選択モデルパラメータ推定結果 
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(6) 地価モデルの推定 

 地価モデルの説明変数として，豊橋駅（都心）までの

道路距離，最寄り駅までの道路距離，立地密度（人口/

宅地面積）を設定した．地価モデルのパラメータ推定に

は，国土数値情報の地価公示データ（2015年）を使用し

た．表-3にパラメータ推定結果を示す．推定の結果，各

パラメータの符号条件は妥当であり，t 値も有意となっ

た． 

 

 

6. 将来予測シミュレーション結果 

 

 シミュレーション初期年次を 2015 年とし，生成した

初期世帯マイクロデータを用いて，20 年間の将来予測

シミュレーションを実施した．その結果を以下に示す． 

 

 

(1) ライフイベント発生数 

 シミュレーションタイムステップごとのライフイベン

ト発生数を図-5に示す．また，2016年～2019年の期間に

ついては，ライフイベント発生数の実測値として豊橋市

の統計値を用い，シミュレーション結果との比較を行っ

た．シミュレーション結果と実測値に顕著な差はなく，

対象地域のライフイベント数を概ね再現できていること

が確認できる．一方で，転出・転入数については，他の

ライフイベント数と比較して差が大きい．転出・転入の

シナリオによって社会増減は大きく変化すると考えられ，

対象地域の社会増減特性をモデルに反映させていく必要

がある． 

 

(2) 人口・世帯数の推計結果 

 対象地域の総人口・世帯数の推移および，世帯タイプ

別世帯数の推移について，シミュレーション結果を図-6

に示す．人口・世帯数の推移に関して 2016 年～2019 年

の期間は，実測値（住民基本台帳）との差はほとんどな

く，対象地域全域の人口・世帯数増減を概ね再現してい

ることが確認できた．また，人口は減少傾向となる一方，

世帯数は増加傾向となることが示された．これは，死者

数の増加，出生数の低下，世帯分離の進行によるためで

あると考えられる．さらに，単身世帯や夫婦世帯が増加

する一方で，多世代世帯が減少することも示された． 
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図-6 人口・世帯・世帯タイプ別世帯数の推移 

 

表-3 地価モデルパラメータ推定結果 
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図-5 ライフイベントの発生数 
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 (3) ゾーン別人口の推計結果 

 ゾーン別の人口について，2015年，2025年，2035年の

分布を図-7に示す．結果より，一定の人口が市街化区域

内に集約していることが確認できる．一方で，いくつか

のゾーンでは極端に人口が集中していることが確認でき

る．これは，居住ゾーン選択モデルにおいて，ゾーンの

効用が相対的に大きくなったことが原因である．現在の

モデルでは，ゾーンごとの住宅ストックを考慮していな

いため，こうした人口の過集中が生じてしまう．今後は，

ゾーンごとの住宅ストックを考慮し，再現性の高いモデ

ルへの改良を検討する必要がある． 

 

 

7. 都市政策の評価 

 

(1) 分析の概要 

本章では，マイクロシミュレーション型都市モデルを 

用いて，豊橋市を対象に，居住誘導に着目した都市政策

の評価を試みる．ここでは，豊橋市立地適正化計画にお

ける居住誘導区域に着目し，区域内への立地誘導のイン

センティブとして住宅供給（高度利用）および家賃補助

を考慮する．なお，現段階の立地選択モデルには，住宅 

  

ストックや家賃を考慮していない．そこで，居住誘導区

域内の宅地面積および地価の操作により，疑似的に立地

誘導のインセンティブを表現し，居住分布の変化を分析

する． 

将来の立地変化を分析するために，次の 3つのケース

を設定して比較する． 

① w/o ：地面積および地価を変化させない． 

② w/_1 ：住宅供給を想定し，居住誘導区域内の各 

メッシュの宅地面積を 1.2倍する． 

③ w/_2 ：家賃補助を想定し，居住誘導区域内の各メ 

ッシュの地価を 0.8倍する. 

以上のケースにおいて，20 年間のシミュレーションを

実施し，都市内居住分布の変化を考察する． 

 

(2) 居住分布の変化 

 w/oと w/_1，w/_2の世帯数の差分について，2015年を

初期年次とした，10年後（2025年）および20年後（2035

年）の結果を図-8に示す．結果より，w/_1では，居住誘

導区域の世帯数が増加していることが確認できる．これ

は，居住誘導区域の宅地面積を上昇させることで，立地

密度が減少し，その結果地価も減少するため，居住ゾー

ン選択における居住誘導区域内の効用が高まったからで

 

図-8 世帯数の差分 

2015 2025 2035

図-7 ゾーン別人口推計 

居住誘導区域
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ある．また，w/_2においても，居住誘導区域の世帯数が

増加していることが確認できる．これは，居住誘導区域

の地価を直接に引き下げることで，居住ゾーン選択にお

ける居住誘導区域内の効用が高まったためである． 

以上より，地価や宅地面積などのゾーン条件が世帯の

居住ゾーン選択に影響することを確認した．また，住宅

供給の上昇および家賃の引き下げが世帯の立地誘導の促

進に影響することが示唆された．さらに，表-4に歩いて

暮らせるまち区域の人口，世帯数および，w/o と比較し

た際の増加率を示す．w/_1 に対して w/_2 は人口・世帯

増加率が高く，居住ゾーン選択の効用上昇に対する感度

は，宅地面積の上昇に比べ，地価の直接的な引き下げの

方が高いことが確認できる． 

 

(3) 高齢者に着目した分析 

 居住誘導区域内の高齢者の世帯が増加することにより，

高齢者の施設へのアクセシビリティ評価などの分析が可

能である．愛知県豊橋市全域の高齢者のみの世帯のうち

居住誘導区域内に居住する割合の経年変化を図-9に示す．

結果より，w/oに対して，w/_1とw/_2は高齢者のみの世

帯が居住誘導区域内に集約されることが確認できる．ま

た，w/_2 の方が w/_1 に対して集約の効果が大きいこと

が確認できる． 

 

 

 

8. おわりに 

 

 本研究では，オープンデータのみをもとに生成した初

期世帯マイクロデータをもとに，マイクロシミュレーシ

ョン型都市モデルの構造や手法を構築した．モデルでは，

個人・世帯のマイクロデータを用いて，各個人にライフ

イベントの発生確率を与えることで人口動態の変化を表

現するとともに，住宅タイプ・立地ゾーン選択モデルに

より転居する世帯の転居行動を表現している．本研究で

は愛知県豊橋市を対象に4次メッシュベースで適用した．

各モデルのパラメータとして妥当な推定結果が得られた．

また，対象地域の人口・世帯数の将来予測シミュレーシ

ョンを行った結果，実測値との差は小さく，概ね対象地

域内における人口推移を再現できたと考えられる．さら

に，対象地域の「居住誘導区域」に着目して政策評価分

析を行い，居住誘導区域内の地価と宅地面積の操作によ

るゾーン別人口の変化について分析を行った．地価や宅

地面積などのゾーン条件の操作が世帯の居住ゾーン選択

に影響することが確認され，住宅供給の上昇および家賃

の引き下げが，世帯の立地誘導の促進に影響することが

示唆された． 

今後の課題としては，オープンデータのみを用いたマ

イクロシミュレーション型都市モデルは表現に限界があ

ることが想定されるため，再現性等について更なる検証

を行っていくことが挙げられる．特に，住宅タイプ選択

モデルや居住ゾーン選択モデルは，実際の住宅ストック

など，供給側の要因についても考慮していく必要がある．

また，規模の異なる複数の都市圏を対象にシミュレーシ

ョンを実施し，モデルパラメータの移転可能性等を検討

したいと考えている． 
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図-9 高齢者のみ世帯に限定した豊橋市全域に対する 

居住誘導域内の居住割合 
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